
地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

デイリーヤマザキ
ヤマザキデイリーストア

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

5,649

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 山崎製パン株式会社

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

食料品製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

09

事 業 者 番 号 8001

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要

東京都千代田区岩本町3－10－1

事業内容：各種パン類及び和菓子､洋菓子の製造・販売
従業員数：19,490名
資本金（全社）：110億1,414万3千円



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

A 800100

C 019001

合計 5,649

Ｂ、Ｃ事業所

山崎製パン株式会社　埼玉工場埼玉第一工場

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

工務課

連 絡 先

閲覧可能
時間２

山崎製パン㈱埼玉工場埼玉第一工場　工務課　事務所

埼玉県所沢市坂之下85番地

月曜日〜金曜日　9時～17時

　その他

3

山崎製パン㈱春日部営業所

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

04-2944-6073 04-2944-1626

5,499

150

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

11,865 11,660 11,544 11,072 11,058

その他ガス

温室効果ガスの合計

11,544 11,072 11,058

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

環境推進会議基本方針
・事業活動が環境に与える影響を考慮し、環境活動の継続的改善及び環境汚染の予防
を図る。
・事業活動に係る環境関係法規及び当工場が同意するその他の要求事項を遵守する。
・環境に配慮し下記の重点事項に取り組む。
①省エネルギー及び省資源化の推進
②廃棄物の削減及びリサイクルの推進
③大気汚染の防止
④物流の効率化による燃料消費の削減

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

11,865 11,660

生産統轄次長

事務局長：総務課長

リーダー：営業統轄次長

工 場 長

エネルギー管理者 自主監査チーム

環 境 事 務 局

環境管理責任者

各課課長

各課従業員全員

工務課

地球温暖化対策推進者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量(507t-CO2/年))に対し､20%以上の削減を目標とします。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量(507t-CO2/年))に対し､20%以上の削減を目標とします。

その他ガス

分類番号（中分類） 58

事業活動の概要
事業内容

従業員数等

事業内容：各種ﾊﾟﾝ類及び和菓子、洋菓子の仕分け、
配送、焼きたてﾊﾟﾝの製造、販売
従業員数：60人

計画期間 27 年度 ～ 31

代表事業所所在地
市区町村 春日部市

字・地番 南栄町9番地2号

産業分類名（中分類） 飲食料品小売業

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 山崎製パン㈱春日部営業所
前年度におけ
る事業所数 4

32 事業者番号 8001 事業所番号 800100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告



日本工業規格Ａ列４番

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4 山崎製パン㈱ｻﾝｴﾄﾜｰﾙﾗｲﾌさいたま新都心店 さいたま市大宮区吉敷町4-267-2　コクーン新都心内

5

2 山崎製パン㈱サンブージュリ大宮宮原店 さいたま市北区宮原1-1-1　イトーヨーカ堂大宮宮原店内

3 山崎製パン㈱ハースブラウン与野店 さいたま市浦和区上木崎1-1-1

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 山崎製パン㈱春日部営業所 春日部市南栄町9番地2号



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

〇 床面積 100m2 34 34 34 34 34

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 11.9701 11.8209 10.5588 9.5000 8.7059

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 401 396 359 323 296

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

事業所番号 800100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)原油換算エネルギー

使用量(kL)
204 201 182 165

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 401 396 359 323 296

150

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本工業規格Ａ列４番

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

人感センサーによる照明の自動化 H26以前

5S活動による省エネ活動の推進(第2計画期
間も継続運用)

高効率空調機に更新

照明のLED化

受変電設備更新

H26以前

H26以前

H30年度

H31年度

9

15

対策概要

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

14

13

12

11

13_空気調和設備の効
率管理

15_照明設備の運用管
理

15_受変電設備の管理

15_照明設備の運用管
理

150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

8

7

10

9

6 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

5 150100
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

照明のLED化 H31年度 6

3

2 110100 一般管理事項

130200
空気調和設備・

換気設備

11_推進体制の整備

4

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

15_照明設備の運用管
理

150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

事業所番号 800100
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 800100
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を２０％とする。

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を13%とする。

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

55,245 ｔ-CO2

食料品製造業

分類番号（中分類） 09

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

各種パン類及び和菓子、洋菓子の製造・販売
従業員数：約600名

削減目標量
（計画期間合計）

8,255 ｔ-CO2 事業所区分 第２区分

32 事業者番号 8001 事業所番号 019001

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 山崎製パン株式会社　埼玉工場埼玉第一工場

事業所所在地
市区町村 所沢市

字・地番 大字坂之下85番地

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類）



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

13 12 12〇 生産量 10億円/年 13 13

エネルギー起源CO2排出量原単位 888.6822 896.1018 869.7512 886.8812 864.4177

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

温室効果ガスの合計 11,464 11,264 11,185 10,749 10,762

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

メタン

非エネルギー起源CO2

エネルギー起源CO2 11,464 11,264 11,185 10,749 10,762

5,715 5,493 5,499

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

5,858 5,757

事業所番号 19001

活動規模の指標



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

10,762 55,424

55,245

第２区分

13.0% 13.0%13.0%

1,938 8,076

生産数量はほぼ前年並みとなり、排出量は微増に留まった。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 11,464 11,264 11,185 10,749

排出削減量
（F＝A - E）

1,236 1,436 1,515 1,951

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 12,700 12,700 12,700 12,700 12,700 63,500

トップレベル認定

13.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

8,255

目標削減率(B) 13.0%

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

目標削減率の区分

基準年度検証実施済

変更年度

12,700 t-CO2/年

19001
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

40

25

150

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

ブラインチラー更新（H３３年）

ボイラー更新（H35年）

冷水チラーを冷温水ヒートポンプに更新
（H36年）

H32以降

H32以降

H32以降

14

15

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

32_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

32_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

32_廃熱の回収利用に
関する措置

1 320200
ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

3 320400 熱交換器等

2 320200

事業所番号 19001
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 19001

（※希望者のみ記載）

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

東京都千代田区岩本町三丁目10番1号

【事業内容】コンビニエンスストアのフランチャイズ
　チェーン展開及び直営店経営
【資 本 金】１１０億１,４１４万３千円
　（平成３１年末）
【従業員数】７８５人（平成３１年末）

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

「デイリーヤマザキ」、「ヤマザキデイリーストア」
及び「ニューヤマザキデイリーストア」

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,426

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 山崎製パン株式会社

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

飲食料品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

58

事 業 者 番 号 8002

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本産業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

デイリーヤマザキ東松山石橋店

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

03-3864-3360 03-3861-1357

2,426

閲覧可能
時間２

山崎製パン株式会社総務部環境対策課

東京都千代田区岩本町三丁目10番1号

月～金　9:00～17:00（祝日を除く）

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

総務本部　総務部　環境対策課

連 絡 先

合計 2,426

A 800200



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

（全店対象の方針）
１．店舗は自店の電気・ガスの使用量に関する情報を本部に毎月提供する。本部は
　　エネルギー使用実績を集計して店舗に毎月フィードバックする。
２．店舗で使用するレジ袋をバイオプラスチックを含むレジ袋に切り替え、石油由来
　　のＣＯ2排出を削減する。
３．店舗の空調機器および冷凍冷蔵機器は四半期に１回、簡易点検を実施してフロン
　　の漏えいを防止する。
（新規開設店対象の方針）
４．新規店にはＬＥＤ照明を導入する。またノンフロンの冷凍冷蔵機器またはイン
　　バーター機器を導入し、ショーケース等の稼働効率の向上と省エネ化を図る。
（既存店対象の方針）
５．更新期を迎えた旧設備の店舗には、ノンフロンの冷凍冷蔵機器またはインバー
　　ター機器を導入し、ショーケース等の稼働効率の向上と省エネ化を図る。
６．更新期を迎えたＬＥＤ照明は最新型の高効率のＬＥＤ照明に切り替える。

別紙のとおり

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

5,311 5,465 5,385 5,002 4,770

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

5,311 5,465 5,385 5,002 4,770

その他ガス

温室効果ガスの合計



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用）
３　地球温暖化対策における事業者の推進体制　別紙

エネルギー管理体制

（デイリーヤマザキ本部組織）

代表取締役社長

（本社）

統括本部長 工場 工場

（デイリーヤマザキリージョン組織）

事務局

総務課／店舗会計課／
運営業務課／開発課／
直営店運営課
本社環境対策課

環境対策委員会

地球温暖化対策推進者（管理本部長）

事務局

（施設本部）（総務本部）

推進責任者（リージョン課長）

技術管理者（エリア係長）

松戸リージョン

店舗店舗

推進責任者（リージョン課長）

埼玉リージョン

エネルギー管理企画推進者（施設本部長）

エネルギー管理副統括者
（総務担当役員）（生産統括本部長）

エネルギー管理統括者（生産担当役員）

技術管理者（エリア係長）

リ
ー
ジ
ョ
ン



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 デイリーヤマザキ東松山石橋店
前年度におけ
る事業所数 72

32 事業者番号 8002 事業所番号 800200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代表事業所所在地
市区町村 東松山市

字・地番 大字石橋字市ノ川道1720-1

産業分類名（中分類） 飲食料品小売業

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成２７年度の二酸化炭素排出量原単位0.0567t-CO2/千㎡・hに対し、
平成３１年度末までに４％削減し、同0.05447t-CO2/千㎡・hへと低減さ
せる。

その他ガス

分類番号（中分類） 58

事業活動の概要
事業内容

従業員数等

【事業内容】
コンビニエンスストアの経営
【従業員数】　２５人

計画期間 27 年度 ～ 31

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成３１年度の二酸化炭素排出量原単位0.0572t-CO2/千㎡・hに対し、
平成３６年度末までに４％削減し、同0.0549t-CO2/千㎡・hへと低減させ
る。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36



日本産業規格Ａ列４番

2 以下別紙参照

3

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 デイリーヤマザキ東松山石橋店 東松山市大字石橋字市ノ川道1720-1

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。



店舗名 住所

1 東松山石橋 埼玉県東松山市大字石橋字市ノ川道１７２０－１

2 八潮松之木 埼玉県八潮市緑町５－５－１

3 越谷市立病院 埼玉県越谷市東越谷１０丁目３２

4 ららぽーと新三郷 埼玉県三郷市新三郷ららシティ３－１－１

5 川口元郷 埼玉県川口市東領家１－１２－２２

6 八潮南川崎 埼玉県八潮市南川崎５８５

7 みさと団地 埼玉県三郷市采女１－８１－２

8 ＳＲ鳩ケ谷駅 埼玉県川口市大字里１６５０－１

9 川口元郷駅 埼玉県川口市元郷１－２－１５

10 南鳩ヶ谷駅 埼玉県川口市南鳩ヶ谷５－１－７

11 草加氷川町 埼玉県草加市氷川町２１４９－２１

12 戸塚安行駅 埼玉県川口市大字長蔵新田３３１－１

13 埼玉協同病院 埼玉県川口市木曽呂１３１７

14 埼玉吉川中野 埼玉県吉川市中野３９２－１

15 鷲宮駅東口 埼玉県久喜市鷲宮中央１－３－１

16 北川辺麦倉 埼玉県加須市麦倉１９６９

17 久喜駅西口 埼玉県久喜市久喜中央１－１－２０

18 加須平永 埼玉県加須市平永５３８

19 栗橋駅西口 埼玉県久喜市伊坂１１９４－１

20 深谷市新戒 埼玉県深谷市新戒１３２０

21 籠原駅前 埼玉県熊谷市新堀７５４－１

22 立正大学ステラ館 埼玉県熊谷市万吉１７００

23 所沢南住吉 埼玉県所沢市南住吉２１－４６

24 早稲田大学所沢 埼玉県所沢市三ケ島２－５７９－１５

25 所沢上新井 埼玉県所沢市上新井３－１３－３

26 所沢下富 埼玉県所沢市大字下富字駿河台５３０－１

27 西所沢駅前 埼玉県所沢市西所沢１－１７－１

28 所沢小手指４丁目 埼玉県所沢市小手指町４－４－３

29 蕨北 埼玉県蕨市北町１－２９－９

30 鳩山キャンパス 埼玉県比企郡鳩山町石坂４８６－８１

31 高坂長木屋 埼玉県東松山市元宿２－１５－１

32 さいたま岩槻真福寺 埼玉県さいたま市岩槻区浮谷２９０９－５

33 ヤマフジ北本 埼玉県北本市深井７－３３９

34 埼玉栄中学・高等学校 埼玉県さいたま市西区西大宮３丁目１１番地１

35 北里大学メディカルＣ 埼玉県北本市荒井６－１００

36 ティアラ蓮田 埼玉県蓮田市閏戸４２１－１

37 戸田笹目 埼玉県戸田市笹目８－１１－１９

38 所沢坂之下 埼玉県所沢市坂之下９１－１

39 七里駅前 埼玉県さいたま市見沼区風渡野５８３－２

40 岩槻上野 埼玉県さいたま市岩槻区大字上野９７９－２

41 北本駅東口 埼玉県北本市北本１－５１

42 さいたま今羽町 埼玉県さいたま市北区吉野町１－２４－１０

43 さいたま新中里 埼玉県さいたま市中央区新中里４－１０－１８

44 日進駅北口 埼玉県さいたま市北区日進町２－１１２５－１５

45 さいたま中浦和 埼玉県さいたま市南区関１－１３－８

46 小川日赤病院前 埼玉県比企郡小川町大字高谷１２０３

47 さいたま平林寺 埼玉県さいたま市岩槻区大字平林寺１５８－１

48 東武動物公園駅東口 埼玉県南埼玉郡宮代町百間２－３－２３

49 坂戸緑町 埼玉県坂戸市緑町１－１１

50 さいたま吉敷町 埼玉県さいたま市大宮区吉敷町４－２５４－２

51 春日部駅東口 埼玉県春日部市粕壁１－４２２４－４

52 吉見久米田 埼玉県比企郡吉見町久米田５５４－１

53 与野駅前 埼玉県さいたま市浦和区上木崎１－２－６

デイリーヤマザキ事業所一覧（2019年度）



店舗名 住所

デイリーヤマザキ事業所一覧（2019年度）

54 東武動物公園入口 埼玉県白岡市上野田１４７９－１

55 さいたま上落合 埼玉県さいたま市中央区上落合２－４－１０

56 鴻巣駅前 埼玉県鴻巣市本町１－２９２３エルミ鴻巣

57 ひばりヶ丘北口 埼玉県新座市栗原５－１２

58 白岡工業団地 埼玉県白岡市下大崎８８－１

59 富士見みずほ台 埼玉県富士見市東みずほ台３－８－１

60 東松山インター 埼玉県東松山市大字石橋字雉山７７６－１

61 東松山駅前通り 埼玉県東松山市箭弓町３－４－１１

62 三芳はなみずき通り 埼玉県入間郡三芳町大字上富字吉拓３８５－１

63 ニューシャトル大宮駅 埼玉県さいたま市大宮区錦町６８５－１

64 浦和美園駅 埼玉県さいたま市緑区美園４－１２浦和美園駅内

65 北本駅 埼玉県北本市中央２－１７２

66 北本二ツ家 埼玉県北本市二ツ家１－３１２－１

67 朝霞駅前 埼玉県朝霞市本町３－１－５６

68 県民活動総合センター 埼玉県北足立郡伊奈町内宿台６－２６

69 新都心合同庁舎２号館 埼玉県さいたま市中央区新都心２－１

70 浦和学院高等学校 埼玉県さいたま市緑区代山１７２

71 メルショップはなぞの 埼玉県深谷市小前田１７２８－１

72 狭山日高インター 埼玉県狭山市上広瀬１２２０－１



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

原油換算エネルギー
使用量(kL)

2,715 2,795 2,756 2,544

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,311 5,465 5,385 5,002 4,770

2,426

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所番号 800200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,311 5,465 5,385 5,002 4,770

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.0567 0.0584 0.0567 0.0569 0.0572

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

生産量

〇
（延床面積
×営業時

間）
千㎡・ｈ 93,627 93,608 94,990 87,878 83,430



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本産業規格Ａ列４番

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

事業所番号 800200

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

11_エネルギー使用量
の管理

110400 一般管理事項

更新期を迎えたＬＥＤ照明は最新型の高効
率のＬＥＤ照明に切り替える。

H31年度 16

3

2 490200 その他

140300

給湯設備、給
排水設備、 冷
凍冷蔵設備、

厨房設備

49_その他の削減対策

4

9

6 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

5 130200
空気調和設備・

換気設備

11

14_冷凍冷蔵設備及び
ちゅう房設備の管理

15_照明設備の運用管
理

13_空気調和設備の効
率管理

15_照明設備の運用管
理

150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

8

7

10

14

13

12

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

店舗は自店の電気・ガスの使用量に関する
情報を本部に毎月提供する。本部はエネル
ギー使用実績を集計して店舗に毎月フィー
ドバックする。

H31年度 5

店舗で使用するレジ袋をバイオプラスチッ
クを含むレジ袋に切り替え、石油由来のＣ
Ｏ2排出を削減する。

店舗の空調機器および冷凍冷蔵機器は四半
期に１回、簡易点検を実施してフロンの漏
えいを防止する。

新規店にはＬＥＤ照明を導入する。またノ
ンフロンの冷凍冷蔵機器またはインバー
ター機器を導入し、ショーケース等の稼働
効率の向上と省エネ化を図る。
更新期を迎えた旧設備の店舗には、ノンフ
ロンの冷凍冷蔵機器またはインバーター機
器を導入し、ショーケース等の稼働効率の
向上と省エネ化を図る。

H31年度

H31年度

H31年度

H31年度

50

20

12

16

対策概要



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

【自己評価】
（全店対象の計画）
１．店舗は自店の電気・ガスの使用量に関する情報を本部に毎月提供する。本部は
　　エネルギー使用実績を集計して店舗に毎月フィードバックした。
２．2020年7月から店舗で使用するレジ袋をバイオプラスチックを含むレジ袋に切り替え、
　　石油由来のＣＯ2排出を削減する。
３．店舗の空調機器および冷凍冷蔵機器は四半期に１回、簡易点検を実施してフロン
　　の漏えいを防止した。
（新規開設店対象の計画）
４．新規店にはＬＥＤ照明を導入した。またインバーター機器を導入し、ショーケース等
　　の稼働効率の向上と省エネ化を図った。→新都心合同庁舎2号館店
（既存店対象の計画）
５．更新期を迎えた旧設備の店舗には、ノンフロンの冷凍冷蔵機器またはインバー
　　ター機器を導入し、ショーケース等の稼働効率の向上と省エネ化を図った。
　　→さいたま新中里店、東武動物公園入口店
６．更新期を迎えたＬＥＤ照明は最新型の高効率のＬＥＤ照明に切り替えた。
　　→さいたま今羽町店、久喜駅西口店、浦和学院高等学校店

事業所番号 800200
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

東京都新宿区市谷本村町５番１号

事業内容：行政機関

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

10,630

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 防衛省

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

国家公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

97

事 業 者 番 号 8003

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本産業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

自衛隊埼玉地方協力本部

2

所在地１

048-663-4241(366)

インターネット利用による公表

陸上自衛隊大宮駐屯地業務隊管理科

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048-460-1711(4280) 048-460-1711(4299)

8,879

45

閲覧可能
時間２

公表方法一覧表のとおり。

　その他

048-831-6043(350) 048-831-6043(548)3 自衛隊埼玉地方協力本部総務課

Ｂ、Ｃ事業所

陸上自衛隊朝霞駐屯地

陸上自衛隊大宮駐屯地

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

陸上自衛隊朝霞駐屯地業務隊管理科

048-663-4241(314)

連 絡 先

合計 10,630

1,706

A 800300

C

C

043201

043202



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

　埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、大規模事業所は計画期間中のエネルギー
起源ＣＯ２を年平均１５パーセント削減、中小規模事業所は現状から増加に転じない
よう効果的な施策を講じ、目標達成に努めていく。
　また、各事業所においても基本方針を定めて、地球温暖化対策の推進を図る。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

17,354 18,240 17,459 19,643 20,808

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

17,354 18,240 17,459 19,643 20,808

その他ガス

温室効果ガスの合計

防衛大臣 官房長

(朝霞・大宮・地本） 事業所

各部隊 各部隊 各部隊

凡例 陸幕：陸上幕僚監部

東方：東部方面総監部

(事業者）

陸上幕僚長 陸幕防衛部施設課長 地球温暖化対策推進者

陸幕防衛部施設課環境保全班長

東部方面総監 東方装備部施設課長

業務隊長等 ｴﾈﾙｷﾞｰ管理担当者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 自衛隊埼玉地方協力本部
前年度におけ
る事業所数 9

32 事業者番号 8003 事業所番号 800300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代表事業所所在地
市区町村 埼玉県さいたま市浦和区

字・地番 常盤４－１１－１５

産業分類名（中分類） 国家公務

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成２６年度の排出量（８１t-CO2)を基準として、この水準を維持する。

その他ガス

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要
事業内容

従業員数等 事業内容：行政機関

計画期間 27 年度 ～ 31

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

令和元年度の排出量（８８t-CO2)を基準として、令和６年度まで３％削減
する。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36



日本産業規格Ａ列４番

2
自衛隊埼玉地方協力本部
さいたま地域事務所

埼玉県さいたま市大宮区桜木町２－３７６

3
自衛隊埼玉地方協力本部
春日部募集案内所

埼玉県春日部市中央３－１１－８

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 自衛隊埼玉地方協力本部 埼玉県さいたま市浦和区常盤４－１１－１５

6
自衛隊埼玉地方協力本部
川口募集案内所

埼玉県川口市栄町３－１１－１４

7
自衛隊埼玉地方協力本部
熊谷地域事務所

埼玉県熊谷市筑波３－９０－１

4
自衛隊埼玉地方協力本部
入間地域事務所

埼玉県所沢市西所沢１－１６－１

5
自衛隊埼玉地方協力本部
川越募集案内所

埼玉県川越市通町２－２

10

11

8
自衛隊埼玉地方協力本部
加須募集案内所

埼玉県加須市中央１－１５－１

9
自衛隊埼玉地方協力本部
秩父地域事務所

埼玉県秩父市宮側町３－５

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

原油換算エネルギー
使用量(kL)

44 45 43 50

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 88 88 85 98 88

45

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所番号 800300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 88 88 85 98 88

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 88.0000 88.0000 85.0000 98.0000 88.0000

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

〇 床面積 千㎡ 1 1 1 1 1



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本産業規格Ａ列４番

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

事業所番号 800300

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

11_推進体制の整備110100 一般管理事項

擬音装置の設置 H26以前

3

2 110100 一般管理事項

110200 一般管理事項

11_推進体制の整備

4

昇降機、建物

15_照明設備の運用管
理9

6 140200

給湯設備、給
排水設備、 冷
凍冷蔵設備、

厨房設備

5 130100
空気調和設備・

換気設備

16_建物の省エネル
ギー11 160200 昇降機、建物

15_照明設備の運用管
理

150200

11_主要設備等の保全
管理

11_主要設備等の保全
管理

13_空気調和の運転管
理

14_給排水設備の管理

15_照明設備の運用管
理

110200 一般管理事項

16_昇降機の運転管理

受変電設備、
照明設備、 電

気設備

15_照明設備の運用管
理

受変電設備、
照明設備、 電

気設備

8 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

7 150200

10 160100

14

15_照明設備の運用管
理13 150200

受変電設備、
照明設備、 電

気設備

12 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

昼間における執務室以外の消灯を実施
【毎年継続】

未使用場所の消灯を実施
【毎年継続】

蛍光灯の適正交換
【毎年継続】

夜間等不使用時間帯の電源オフ
【毎年継続】

ブラインド等の適正運用による冷暖房効率
の向上【毎年継続】

ＬＥＤ照明器具の導入
【毎年継続】

ＬＥＤ照明器具の導入
【毎年継続】

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

定期的な普及啓発活動や省エネルギー教育
の実施【毎年継続】

H26以前

事業所内における地球温暖化対策推進体制
の整備【毎年継続】

電気関係図面の整備【毎年継続】

保守・点検のための帳票等の整備【毎年継
続】

空調の設定温度及び湿度の適正管理
【毎年継続】

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

対策概要

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H28年度

H32以降



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 800300
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8003 事業所番号 043201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 陸上自衛隊朝霞駐屯地

事業所所在地
市区町村 朝霞市（東京都練馬区大泉学園町）

字・地番

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） 国家公務

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要 事業内容
従業員数等 事業内容：行政機関

削減目標量
（計画期間合計）

14,184 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（１）

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率１５パーセント以上とす
る。

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

80,376 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率２２パーセント以上とす
る。
（必要に応じて、排出量取引を活用する。）

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

活動規模の指標

事業所番号 043201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

7,219 7,685

エネルギー起源CO2 14,184 15,034 14,304 16,381 17,353

7,321 8,384 8,879

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 14,184 15,034 14,304 16,381 17,353

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 54.1374 57.6015 52.0145 59.3514 61.7544

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

275 276 281〇 床面積 千㎡ 262 261



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

基準年度検証実施済

変更年度

18,912 t-CO2/年

043201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 18,912 18,912 18,912 18,912 18,912 94,560

トップレベル認定

15.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

14,184

目標削減率(B) 15.0%

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 14,184 15,034 14,304 16,381

排出削減量
（F＝A - E）

4,728 3,878 4,608 2,531

事業所内施設の増加に伴う定員の増員及び国家的行事実施に係る支援要員の増加

特
例

高効率設備の
算定量（※）

17,353 77,256

80,376

第１区分－（１）

15.0% 15.0%15.0%

1,559 17,304



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本産業規格Ａ列４番

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分

事業所番号 043201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

4 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

15_照明設備の運用管
理

熱源設備・熱搬
送設備

11_推進体制の整備

12_燃焼設備の管理

15_受変電設備の管理

1 110100 一般管理事項

3 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

2 120100

6 120300
熱源設備・熱搬
送設備

12_運転管理及び効率
管理

12_冷凍機の効率管理 H29年度

5 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

9 160200 昇降機、建物

8 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

H32以降

H32以降

7 120200
熱源設備・熱搬
送設備

14

15_照明設備の運用管
理

16_建物の省エネル
ギー

15

13

12

11

10

ターボ冷凍機換装３台

ＬＥＤ照明の導入
【毎年継続】

遮光フイルム、遮熱塗料の導入

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

省エネ推進委員会開催（月１回）
【毎年継続】

ボイラー換装

中央監視装置換装

高効率照明器具の導入（Ｈｆ化、ＬＥＤ
化、無電極プラズマライト化）

ＬＥＤ照明の導入
【毎年継続】

温湿度の適正管理（中央監視装置）
【毎年継続】

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H27年度

38



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

１　省エネルギー推進委員会の開催（月１回）
 (1)  省エネルギー目標と実績の対比（電力エリア別使用量の検討）
 (2)　夏季及び冬季の省エネ対策資料を配布し、省エネに対する意識改革を行う。

２　業務連絡及び会報による省エネ活動等
 (1)　省エネ法、温対法及び埼玉県条例の普及
 (2)　部隊等ごとの省エネ点検の実施
　　ア　不要電気の消灯の徹底
　　イ　その他節電

３　環境配慮型施設への研修

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

事業所番号 043201



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8003 事業所番号 043202

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 陸上自衛隊大宮駐屯地

事業所所在地
市区町村 埼玉県さいたま市北区

字・地番 日進町１丁目４０番地７

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） 国家公務

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要 事業内容
従業員数等 事業内容：行政機関

削減目標量
（計画期間合計）

2,877 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（１）

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率１５パーセント以上とす
る。

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

16,303 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率２２パーセント以上とす
る。
（必要に応じて、排出量取引を活用する。）

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 043202

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

1,560 1,569

エネルギー起源CO2 3,082 3,118 3,070 3,164 3,367

1,554 1,610 1,706

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 3,082 3,118 3,070 3,164 3,367

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 48.1563 48.7188 47.9688 49.4375 52.6094

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

〇 床面積 千㎡ 64 64 64 64 64



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 043202
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量 3,836 t-CO2/年

基準年度検証実施済

変更年度 変更量

変更年度 変更量

変更年度 変更量

第１区分－（１）

3,070 3,164

27 年度から 31 年度まで

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 3,836 3,836 3,836 3,836 3,836 19,180

トップレベル認定

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

排出上限量
（C＝∑A-D）

16,303

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

2,877

目標削減率(B) 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%

3,367 15,801

766 672 469 3,379

８月、９月の猛暑による冷房の需要が増加したため、都市ガスを多く使用した。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 3,082

排出削減量
（F＝A - E）

754 718

3,118



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本産業規格Ａ列４番

対策概要Ｎｏ

対策の区分

事業所番号 043202
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

区分
番号

3 130100
空気調和設備・
換気設備

13_空気調和の運転管
理

2 120700
熱源設備・熱搬
送設備

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

区分名称

大区分 中区分

1 120700
熱源設備・熱搬
送設備

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

H26以前

窓ガラスの断熱強化
【毎年継続】

H26以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

6 140200

給湯設備、給
排水設備、 冷
凍冷蔵設備、
厨房設備

14_給排水設備の管理

5 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル

ギー

4 130100
空気調和設備・
換気設備

13_空気調和の運転管
理

省エネファンベルトへの更新
【毎年継続】

小便器に自動洗浄器を設置
【毎年継続】

人感センサーの設置
【毎年継続】

9 120500
熱源設備・熱搬
送設備

12_熱搬送設備の運転
管理

8 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

ＬＥＤ照明器具等の設置
【毎年継続】

サーモバルブ・電磁弁制御装置の設置
【毎年継続】

11 120700
熱源設備・熱搬
送設備

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

10 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

ＬＥＤ照明器具等の設置
【毎年継続】

保温ジャケットの設置
【毎年継続】

12

14

13

15

実施年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

保温ジャケットの設置
【毎年継続】

H26以前

蒸気バルブ等の断熱強化
【毎年継続】

H26以前

温湿度の適正管理
【毎年継続】

H26以前

H32以降

H32以降

H26以前

H29年度 4

H26以前

H26以前



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 043202
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

（※希望者のみ記載）

１　省エネルギー推進委員会の開催（月２回）
 (1)  省エネルギー目標と実績の対比（電力エリア別使用量の検討）
 (2)　夏季及び冬季の省エネ対策資料を配布し、省エネに対する意識改革を行う。

２　業務連絡及び会報による省エネ活動等
 (1)　省エネ法、温対法及び埼玉県条例の普及
 (2)　部隊等ごとの省エネ点検の実施
　　ア　不要電気の消灯の徹底
　　イ　その他節電

３　環境配慮型施設への研修



公表方法一覧表

閲覧場所１

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲覧場所２

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

閲覧場所３

所 在 地 ３

閲 覧 可 能
時 間 ３

埼玉県内の事業
所での備え置き

陸上自衛隊　朝霞駐屯地

東京都練馬区大泉学園町

平日0900～1600(1200～1300及び12月28日～1月5日は除く。）

陸上自衛隊　大宮駐屯地

埼玉県さいたま市北区日進町１－４０－７

平日0900～1600(1200～1300及び12月28日～1月5日は除く。）

自衛隊埼玉地方協力本部

埼玉県さいたま市浦和区常盤４－１１－１５

平日0900～1600(1200～1300及び12月28日～1月5日は除く。）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

東京都新宿区市谷本村町５－１

国土防衛、治安維持、災害派遣、国際緊急援助活動等

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

11,847

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 防衛省

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

国家公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

97

事 業 者 番 号 8004

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

航空自衛隊熊谷基地

埼玉県熊谷市拾六間８３９番地

1500～1600

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

航空自衛隊入間基地水源地笹井ダム

2

所在地１

048-532-3554(内線451)

インターネット利用による公表

航空自衛隊熊谷基地第４術科学校総務課

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

04-2953-6131(内線2316) 04-2953-6131(内線2357)

8,624

80

閲覧可能
時間２

航空自衛隊入間基地

埼玉県狭山市稲荷山二丁目３番

1500～1600

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

航空自衛隊入間基地

航空自衛隊熊谷基地

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

航空自衛隊入間基地中部航空警戒管制団基地対策室

048-532-3554(内線303)

連 絡 先

合計 11,847

3,143

A 800400

C

C

043203

043204



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

 航空自衛隊として埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、入間及び熊谷基地にお
いてはエネルギー基準排出量を１５パーセント低減させることを目標として、その他
の事業所については省エネ法に基づいて１５パーセント低減させることを目標とし、
技術的かつ経済的に可能な範囲内で、エネルギーの使用の合理化の実現に努める。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

28,067 28,526 28,178 28,331 26,795

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

28,067 28,526 28,178 28,331 26,795

その他ガス

温室効果ガスの合計

防衛大臣
（事業者）

航空幕僚長

基地司令

(工場等ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括者)

施設隊等

各部隊 各部隊 各部隊

エネルギー管理員

事業所

官房長（ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括者）

施設課長(機関等ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括者)

施設課管理班長(埼玉県地球温暖化対策推進者)



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 航空自衛隊入間基地水源地笹井ダム
前年度におけ
る事業所数 2

32 事業者番号 8004 事業所番号 800400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代表事業所所在地
市区町村 入間市

字・地番 鍵山３－１３

産業分類名（中分類） 国家公務

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成２６年度の基準排出量２８８ｔ－ＣＯ２を基準とし、この水準を維持しま
す。

その他ガス

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要
事業内容

従業員数等 入間基地用水源及び送信施設

計画期間 27 年度 ～ 31

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成３１年度の基準排出量１５８ｔ－ＣＯ２を基準とし、この水準を維持しま
す。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36



日本工業規格Ａ列４番

2 航空自衛隊入間基地川角送信所 入間郡毛呂山町大字川角７７８－１

3

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 航空自衛隊入間基地水源地笹井ダム 入間市鍵山３－１３

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

原油換算エネルギー
使用量(kL)

122 113 110 110

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 247 225 218 219 158

80

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所番号 800400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 247 225 218 219 158

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.2018 0.1838 0.1781 0.1789 0.1291

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

〇 床面積 ㎡ 1,224 1,224 1,224 1,224 1,224



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本工業規格Ａ列４番

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

事業所番号 800400

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

15_照明設備の運用管
理

150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

3

2 150100
受変電設備、
照明設備、 電

気設備
15_受変電設備の管理

4

9

6

5

11

8

7

10

14

13

12

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

高効率ランプ、灯具への更新 H26以前 10

トップランナー変圧器への更新 H29年度 1

対策概要



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 800400
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8004 事業所番号 043203

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 航空自衛隊入間基地

事業所所在地
市区町村 狭山市

字・地番 稲荷山二丁目３番

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） 国家公務

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要 事業内容
従業員数等 防空、航空輸送及び各種支援任務等

削減目標量
（計画期間合計）

16,865 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（１）

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減期間の平均削減率を１５％以上とする。
（必要に応じて排出量取引を活用する。）

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

95,567 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減期間の平均削減率を22％以上とする。
（必要に応じて排出量取引を活用する。）

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

事業所番号 43203

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

8,944 9,299

エネルギー起源CO2 19,893 20,771 20,421 20,590 19,234

9,196 9,219 8,624

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 19,893 20,771 20,421 20,590 19,234

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 92.0972 96.1620 90.3584 91.1062 85.4844

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

226 226 225〇 床面積 千㎡ 216 216



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

基準年度検証実施済

変更年度 令和元年度

22,276 t-CO2/年

43203
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量 1,402

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 22,276 22,276 22,276 22,276 23,328 112,432

トップレベル認定

15.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

16,865

目標削減率(B) 15.0%

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 19,893 20,771 20,421 20,590

排出削減量
（F＝A - E）

2,383 1,505 1,855 1,686

・平成２７年度に比べ平成２８年度は基地内の活動時間が増加したため、排出量が増加した。
・平成２８年度に比べ平成２９年度は基地内の建設工事に伴う電力需要が増加のため排出量が増
加した。
・平成２９年度は基地内の給気設備の蒸気漏れの補修により排出量が減少した。
・設備の増減はないが、平成２９年度末に完成した新規の建物が平成３０年度から運用を開始した
ため、排出量が増加した。
・令和元年度は送電線路不具合による影響で電力使用制限を行ったため排出量が減少した。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

19,234 100,909

95,567

第１区分－（１）

15.0% 15.0%15.0%

4,094 11,523



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分

事業所番号 43203
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

4 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

15_照明設備の運用管
理

熱源設備・熱搬
送設備

12_燃焼設備の管理

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

13_空気調和の運転管
理

1 120100
熱源設備・熱搬
送設備

3 130100
空気調和設備・
換気設備

2 120700

6 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

16_建物の省エネル
ギー

H26以前

5 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

9 130200
空気調和設備・
換気設備

8 120100
熱源設備・熱搬
送設備

H27年度

H27年度

7 160200 昇降機、建物

14 150100

12_燃焼設備の管理

13_空気調和設備の効
率管理

15_受変電設備の管理

15 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

受変電設備、
照明設備、 電
気設備

13 120700
熱源設備・熱搬
送設備

12 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

11 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

10 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

H27年度

H28年度

H29年度

15_照明設備の運用管
理

15_受変電設備の管理

15_受変電設備の管理

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

15_受変電設備の管理

建物の窓へ断熱フィルムを装着

ボイラーの燃焼効率改善

高効率空気調和設備への更新

高効率変圧器（トップランナー変圧器）へ
の更新

高効率変圧器（トップランナー変圧器）へ
の更新

高効率変圧器（トップランナー変圧器）へ
の更新

送汽管からの蒸気漏れの補修及び不良ト
ラップの交換

高効率変圧器（トップランナー変圧器）へ
の更新

蛍光灯照明器具からＬＥＤ照明器具への更
新（約200灯）

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

ボイラー運転スケジュールの適正化

送汽管からの蒸気漏れの補修及び不良ト
ラップの交換

空調機温度の適正化
（執務室等：夏季２８℃、冬季１９℃）

高効率ランプ、灯具への更新

不要な照明器具の消灯及び昼時間帯におけ
る窓側照明の消灯（自然光の積極採用）

洗面所、トイレ等への自動点滅器の設置

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H29年度

H30年度

H31年度

200

50

800

100

800

50

50

200

100

50

50

50

50

10

10



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

事業所番号 43203



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8004 事業所番号 043204

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 航空自衛隊熊谷基地

事業所所在地
市区町村 熊谷市

字・地番 拾六間８３９番地

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） 国家公務

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

航空自衛隊員の基本教育及び通信、気象関連の教
育

削減目標量
（計画期間合計）

7,051 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（１）

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減期間の平均削減率を１５％とする。
（必要に応じて排出量取引を活用する。）

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

39,954 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減期間の平均削減率を２２％とする。
（必要に応じて排出量取引を活用する）

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 43204

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

3,349 3,188

エネルギー起源CO2 7,927 7,530 7,539 7,522 7,403

3,191 3,189 3,143

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 7,927 7,530 7,539 7,522 7,403

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 78.4851 74.5545 74.6436 74.4752 73.2970

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

〇 床面積 千㎡ 101 101 101 101 101



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 43204
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量 9,401 t-CO2/年

基準年度検証実施済

変更年度 変更量

変更年度 変更量

変更年度 変更量

第１区分－（１）

7,539 7,522

27 年度から 31 年度まで

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 9,401 9,401 9,401 9,401 9,401 47,005

トップレベル認定

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

排出上限量
（C＝∑A-D）

39,954

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

7,051

目標削減率(B) 15.0% 15.0% 15.0% 15.0% 15.0%

7,403 37,921

1,862 1,879 1,998 9,084

設備の増減はないが、平成３０年度に比べ令和元年度は、冷夏・暖冬により冷暖房機器の使用負
荷が低減したため、重油の使用量が減少した。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 7,927

排出削減量
（F＝A - E）

1,474 1,871

7,530



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

対策概要Ｎｏ

対策の区分

事業所番号 43204
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

区分
番号

3 110400 一般管理事項
11_エネルギー使用量

の管理

2 110300 一般管理事項
11_計測及び記録の管

理

区分名称

大区分 中区分

1 110100 一般管理事項 11_推進体制の整備

H32以降 330

高効率ボイラーへの更新 H32以降

7 120200
熱源設備・熱搬
送設備

12_冷凍機の効率管理

6 120200
熱源設備・熱搬
送設備

12_冷凍機の効率管理

5 120100
熱源設備・熱搬
送設備

12_燃焼設備の管理

4 110400 一般管理事項
11_エネルギー使用量

の管理
節電対策による最大電力値の抑制

冷凍機の整備及び空調温度の適正化

冷凍機の整備及び空調温度の適正化

9 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_受変電設備の管理

8 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_受変電設備の管理 高効率変圧器への更新

日々の電気使用量を時間帯別で把握してい
る。

11 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

10 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_受変電設備の管理
日々の電気使用量を時間帯別で把握してい
る。

ＬＥＤ照明器具への更新

12 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

ＬＥＤ照明器具への更新 H32以降

スチームトラップの更新 H31年度

14 329900
ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

32_ボイラー・工業
炉・蒸気系統・熱交
換器等に係るその他

の削減対策

スチームトラップの更新 H32以降

13 329900
ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

32_ボイラー・工業
炉・蒸気系統・熱交
換器等に係るその他

の削減対策

15

実施年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

エネルギー管理組織の整備 H26以前

エネルギー使用量の把握及び記録 H26以前

節電対策による最大電力値の抑制 H31年度

H32以降

H31年度

H32以降

H31年度

H31年度 4

H32以降



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 43204
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

（※希望者のみ記載）



別紙

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 043203

Ｎｏ

対策の区分

対策概要 実施年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

区分
番号

区分名称

大区分 中区分

17 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_受変電設備の管理
高効率変圧器（トップランナー変圧器）へ
の更新

H32以降 10

16 180100 その他 18_排出量取引 必要に応じて排出量取引を活用する。 H32以降

149

19 120700
熱源設備・熱搬
送設備

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

蒸気配管の保温による熱拡散 H32以降 2

18 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

蛍光灯照明器具からＬＥＤ照明器具への更
新

H32以降

5

21 120700
熱源設備・熱搬
送設備

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

蒸気配管接続ピットの蒸気漏れ防止 H32以降 207

20 130200
空気調和設備・
換気設備

13_空気調和設備の効
率管理

電動エアコンの更新（提案8） H32以降

23

22

25

24

27

26

30

29

28



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

東京都新宿区市谷本村町５－１

医師である幹部自衛官となるべき者および保健師及び
看護師である幹部自衛官と技官になるべき者の教育訓
練。

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

12,816

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 防衛省

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

その他の教育、学習支援業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

82

事 業 者 番 号 8005

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

04-2995-1211 04-2995-1283

12,816

閲覧可能
時間２

防衛医科大学校

埼玉県所沢市並木３－２

０９００～１７００

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

防衛医科大学校

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

事務局総務部総務課

連 絡 先

合計 12,816

C 043205



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

埼玉県地球温暖化推進条例に基づき、平成２７年度～平成３１年度の５年間に毎年、
基準排出量の１５％削減を目標として削減に努めて取り組みを行い、温室効果ガスの
排出の削減を図る。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

24,511 26,521 26,581 25,573 25,344

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

24,511 26,521 26,581 25,573 25,344

その他ガス

温室効果ガスの合計

防衛大臣

学校長

総務課（地球温暖化対策推進者：課長補佐）

総務部 研究センター病院教育医学部図書館学生部教務部経理部



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8005 事業所番号 043205

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 防衛医科大学校

事業所所在地
市区町村 所沢市

字・地番 並木三丁目２番地

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） その他の教育、学習支援業

分類番号（中分類） 82

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

医師である幹部自衛官となるべき者および保健師及
び看護師である幹部自衛官と技官になるべき者の教
育訓練。

削減目標量
（計画期間合計）

20,901 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（１）

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を１５％とする。（必要に
応じて排出量取引を活用する。）

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

118,434 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を22％とする。（必要に
応じて排出量取引を活用する。）

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

事業所番号 043205

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

12,469 13,503

エネルギー起源CO2 24,511 26,521 26,581 25,573 25,344

13,531 12,932 12,816

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 24,511 26,521 26,581 25,573 25,344

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1549 0.1670 0.1673 0.1601 0.1584

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

158,877 159,751 160,040〇 床面積 m2 158,237 158,804



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

基準年度検証実施済

変更年度

27,867 t-CO2/年

043205
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 27,867 27,867 27,867 27,867 27,867 139,335

トップレベル認定

15.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

20,901

目標削減率(B) 15.0%

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 24,511 26,521 26,581 25,573

排出削減量
（F＝A - E）

3,356 1,346 1,286 2,294

・事務室内の照明器具を一部LED照明器具に更新し、電気使用量を抑えられたため、排出削減量
が増加した。
・運転時間の平準化を図り、冷凍機に対する負荷が低減し、中圧ガス等の使用量を抑えたため、排
出削減量が増加した。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

25,344 128,530

118,434

第１区分－（１）

15.0% 15.0%15.0%

2,523 10,805



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分

事業所番号 043205
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

4 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

15_照明設備の運用管
理

空気調和設備・
換気設備

12_蒸気漏えい及び保
温の管理

13_空気調和の運転管
理

15_事務用機器等の管
理

1 120700
熱源設備・熱搬
送設備

3 150300
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

2 130100

6 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

16_昇降機の運転管理 H26以前

5 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

9 110100 一般管理事項

8 110400 一般管理事項 H28年度

H29年度

7 160100 昇降機、建物

14

11_エネルギー使用量
の管理

11_推進体制の整備

15_照明設備の運用管
理

15

13

12

11 180100 その他

10 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

H30年度

H32以降18_排出量取引

使用状況を考慮し、エレベーターを運転休
止する。【毎年継続】

中央監視設備を整備し、エネルギー使用量
の管理を適切に行う。【毎年継続】

定期的にエネルギーの使用量を把握し、施
策等の見直し等を実施し効果的な推進を図
る。

照明器具をＬＥＤ器具に転換する。【毎年
継続】

必要に応じて排出量取引を活用する。

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

各建物のバルブ及び配管への二重保温を施
す。

執務室の冷暖房温度の設定を管理する。
【毎年継続】

ＯＡ機器の省エネ対策を実施する。【毎年
継続】

各種機器をセンサー対応型とする。
（人感センサー）

外灯の点灯時間短縮。間引き点灯。休憩時
間等の消灯。【毎年継続】

照明器具をＨｆ型器具に転換する。

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

事業所番号 043205



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

東京都新宿区市谷本村町５－１

防衛行政関係業務

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

319

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 防衛省

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

国家公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

97

事 業 者 番 号 8006

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

北関東防衛局

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048-600-1800(2151) 048-601-2118

319

閲覧可能
時間２

北関東防衛局総務部総務課閲覧室

埼玉県さいたま市中央区新都心２－１

9:30～12:00　13:00～17:00(土日祝を除く)

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

北関東防衛局情報公開・個人情報保護室

連 絡 先

合計 319

A 800600



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

　当局は、さいたま新都心合同庁舎２号館入居官署であり、設備の改修等については
合同庁舎管理者が行うこととなっています。
　当局における施策としては、省エネタイプのＯＡ機器・プリンタ等の利用の合理
化、執務室照明の間引き及び休憩時間（昼休み）の減灯・消灯等による節電並びに節
水の促進、用紙類や封筒の再利用等による節約、夏季軽装の促進等により省エネル
ギーに努めることとしています。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

653 656 640 578 552

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

653 656 640 578 552

その他ガス

温室効果ガスの合計



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 北関東防衛局
前年度におけ
る事業所数 1

32 事業者番号 8006 事業所番号 800600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代表事業所所在地
市区町村 さいたま市中央区

字・地番 新都心２－１　さいたま新都心合同庁舎２号館

産業分類名（中分類） 国家公務

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成２６年度排出量６５２ｔ－ＣＯ2を基準として、平成３１年度末までに年
平均１％程度の削減を目標としています。

その他ガス

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要
事業内容

従業員数等 防衛行政事務

計画期間 27 年度 ～ 31

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

令和元年度排出量５５２ｔ－ＣＯ2を基準として、令和６年度末までに年平
均１％程度の削減を目標としています。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36



日本工業規格Ａ列４番

2

3

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 北関東防衛局 さいたま市中央区新都心２－１　さいたま新都心合同庁舎２号館

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

原油換算エネルギー
使用量(kL)

378 380 370 333

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 653 656 640 578 552

319

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所番号 800600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 653 656 640 578 552

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.0799 0.0802 0.0783 0.0763 0.0729

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

〇 床面積 ㎡ 8,176 8,176 8,176 7,575 7,575



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本工業規格Ａ列４番

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

事業所番号 800600

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

13_空気調和設備の効
率管理

130200
空気調和設備・

換気設備

3

2 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

150300
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

15_照明設備の運用管
理

4

休憩時間の執務室消灯等、執務室内照明の
間引き及び消灯【毎年継続】

9

6

5

11

15_事務用機器等の管
理

8

7

10

14

13

12

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

H26以前

局ＯＡシステム等換装、プリンタ等利用合
理化導入

H26以前

H28年度

対策概要

冷暖房の温度設定の徹底（冷房28℃、暖房
20℃）【毎年継続】



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 800600
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

東京都新宿区市谷本村町５番１号

事業内容：通信業務

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

664

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 防衛省

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

国家公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

97

事 業 者 番 号 8007

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本産業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

大井通信所

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

03-3268-3111(31126)

664

閲覧可能
時間２

防衛省　情報本部

東京都新宿区市谷本村町５番１号

０９００～１６００

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

情報本部総務部

連 絡 先

合計 664

A 800700



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

　防衛省全体として、省エネ法に基づき、エネルギーの消費原単位を５年間で年平均
１パーセント以上低減させることを目標として、技術的かつ経済的に可能な範囲内で
エネルギーの使用の合理化の実現に努めているところである。
　また、温室効果ガスの削減についても、エネルギーの使用の効率化を図ることによ
り同様に削減を推進していくものとする。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

1,469 1,581 1,619 1,441 1,384

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

1,469 1,581 1,619 1,441 1,384

その他ガス

温室効果ガスの合計

（事業者）

防衛大臣

情報本部長

情報本部長

(地球温暖化対策推進者)

総務部総務課長 総務部総務班長

通信所長等 エネルギー管理担当者 事業所



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 大井通信所
前年度におけ
る事業所数 1

32 事業者番号 8007 事業所番号 800700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代表事業所所在地
市区町村 ふじみ野市

字・地番 亀久保１６９６－３

産業分類名（中分類） 国家公務

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成21年度排出量原単位0.172.3(t-CO2/m2)に対し、
平成31年度末まで年間1％（計画期間中合計5％）以上削減します。

その他ガス

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要
事業内容

従業員数等 通信業務、敷地面積１２２．７１５㎡

計画期間 27 年度 ～ 31

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成31年度排出量原単位0.1508(t-CO2/m2)に対し、
令和6年度末まで年間1％（計画期間中合計5％）以上削減します。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36



日本産業規格Ａ列４番

2

3

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 大井通信所 ふじみ野市亀久保１６９６－３

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

原油換算エネルギー
使用量(kL)

701 767 788 692

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 1,469 1,581 1,619 1,441 1,384

664

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所番号 800700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 1,469 1,581 1,619 1,441 1,384

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.1592 0.1589 0.1765 0.1571 0.1508

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

〇 床面積 ㎡ 9,228 9,951 9,175 9,175 9,175



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本産業規格Ａ列４番

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

事業所番号 800700

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

15_照明設備の運用管
理

150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

人感センサーの取り付け H26以前

3

2 110400 一般管理事項

160200 昇降機、建物

11_エネルギー使用量
の管理

4

空気調和設備・
換気設備

15_照明設備の運用管
理9

6 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

5 130200
空気調和設備・

換気設備

13_空気調和設備の効
率管理11 130200

空気調和設備・
換気設備

11_主要設備等の保全
管理

150200

16_建物の省エネル
ギー

16_建物の省エネル
ギー

13_空気調和設備の効
率管理

15_照明設備の運用管
理

13_空気調和設備の効
率管理

160200 昇降機、建物

13_空気調和設備の効
率管理

受変電設備、
照明設備、 電

気設備

14_冷凍冷蔵設備及び
ちゅう房設備の管理

空気調和設備・
換気設備

8 140300

給湯設備、給
排水設備、 冷
凍冷蔵設備、

厨房設備

7 130200

10 130200

14 180200 その他

15_事務用機器等の管
理

18_その他

13 150300
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

12 110200 一般管理事項

15 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル

ギー

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

空調機及びロスナイの換装

冷凍冷蔵庫の換装

蛍光灯の一部改修

局舎建て替えに付随する空調機及びロスナ
イの換装

空調機の換装

通信電子器材等の更新

業務用パソコン等の更新

旧局舎及びそれに伴う設備（照明・空調機
等）の撤去

グリーンカーテンの設置

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

ＬＥＤ電球の導入 H26以前

建物毎の電気使用量の使用量を把握し、過
去２年間との比較資料作成

グリーンカーテンの設置

昼休みの消灯及び廊下等の照明間引き

空調機の換装

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

対策概要

H26以前

H26以前

H26以前

H27年度

H29年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 800700
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



別紙

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本工業規格Ａ列４番

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

1

19

18 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル

ギー
グリーンカーテンの作成・設置 H31年度

3

17 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル

ギー
グリーンカーテンの作成・設置 H30年度 1

16 130200
空気調和設備・
換気設備

13_空気調和設備の効
率管理

空気調和機の換装 H30年度

事業所番号 800700

Ｎｏ

対策の区分

対策概要 実施年度

推計
削減量
(t)

(一年度
当たり）

区分
番号

区分名称

大区分 中区分



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

東京都目黒区東が丘2丁目5番21号

独立行政法人国立病院機構法に基づく
①医療の提供②医療に関する調査及び研究
③医療に関する技術者の研修④その他付随する業務
病院数：144病院(埼玉県内は3病院)
職員数：約61,000人(平成31年1月1日現在の常勤職員
数)
地球温暖化対策計画書は、各病院長が提出する。

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,447

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 独立行政法人国立病院機構

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

医療業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

83

事 業 者 番 号 8008

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048-462-1101 048-464-1138

3,447

閲覧可能
時間２

埼玉病院　事務部管理課

和光市諏訪２－１

8：30～17：15

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

独立行政法人国立病院機構　埼玉病院

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

埼玉病院　事務部管理課

連 絡 先

合計 3,447

C 044201



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

・エネルギー効率の良い大型医療機器を整備し、近隣医療機関との共同利用を行い、
　地域医療への貢献及び負荷軽減を推進する。
・エネルギー使用量・機器稼働時間の計測・記録を行い、現状の把握及び改善方法
　を模索する。
・地球温暖化対策の普及啓発教育を行い、全職員のみならず利用者(患者・家族等)
　も含め取り組む。

　

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

4,063 4,082 4,169 5,493 6,740

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

4,063 4,082 4,169 5,493 6,740

その他ガス

温室効果ガスの合計

病院長

企画課

管理課 ＴＱＭ推進室

（温暖化対策推進者）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8008 事業所番号 044201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 独立行政法人国立病院機構　埼玉病院

事業所所在地
市区町村 和光市

字・地番 諏訪2番1号

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） 医療業

分類番号（中分類） 83

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

診療活動　32診療科 病床数：550床
外来定数：1,100名
職員数：870名

削減目標量
（計画期間合計）

4,556 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（１）

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

【第2削減計画期間】
削減期間の平均削減率を15％以上とします。
なお、目標を達成できない場合等、必要に応じて排出量取引制度を活
用します。

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

25,815 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を22％以上とする。
なお、目標を達成できない場合等、必要に応じて排出量取引制度を活
用します。

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

事業所番号 044201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

2,075 2,086

エネルギー起源CO2 4,063 4,082 4,169 5,493 6,740

2,130 2,808 3,447

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 4,063 4,082 4,169 5,493 6,740

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1428 0.1435 0.1004 0.0911 0.1118

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

41,514 60,294 60,294〇 床面積 ㎡ 28,454 28,454



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

基準年度検証実施済

変更年度 令和3年度

4,971 t-CO2/年

044201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量 345

変更年度 令和3年度 変更量 3,998

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 4,971 4,971 4,971 6,144 9,314 30,371

トップレベル認定

15.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

4,556

目標削減率(B) 15.0%

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 4,063 4,082 4,169 5,493

排出削減量
（F＝A - E）

908 889 802 651

83

9月末に新館が竣工し、11月より開棟したため排出量が増加した。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

17 14 39 6

6,740 24,547

25,815

第１区分－（１）

7

15.0% 15.0%15.0%

2,574 5,824



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分

事業所番号 044201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

4 110100 一般管理事項 11_推進体制の整備

15_照明設備の運用管
理

空気調和設備・
換気設備

11_推進体制の整備

13_換気設備の運転管
理

15_照明設備の運用管
理

1 110100 一般管理事項

3 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

2 130300

6 160100 昇降機、建物 16_昇降機の運転管理

18_排出量取引 H26以前

5 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

9 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

8 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

H27年度

H28年度

7 180100 その他

14 120300

15_照明設備の運用管
理

15_照明設備の運用管
理

13_換気設備の運転管
理

15

熱源設備・熱搬
送設備

13 120300
熱源設備・熱搬
送設備

12 130300
空気調和設備・
換気設備

11 110100 一般管理事項

10 130300
空気調和設備・
換気設備

H28年度

H28年度

H27年度

11_推進体制の整備

13_換気設備の運転管
理

12_運転管理及び効率
管理

12_運転管理及び効率
管理

必要に応じて、排出量取引制度を活用

病院内照明ＬＥＤ化の促進

病院正面玄関扉開閉時間変更による照明時
点灯時間の見直し

病院正面玄関扉開閉時間変更による空調使
用時間の見直し

空調温度設定コントローラーパネルへの適
正使用啓蒙シールの添付

医局内の空調温度管理の徹底

エネルギー管理員の巡回による照明、空調
の適正使用確認

遮熱・遮蔽フィルム貼付による冷暖房効率
向上

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

職員への意識啓発のための研修会実施。

冷暖房の温度設定を設定し、厳守を呼びか
ける。

不要(点灯させなくても安全上差し障りのな
い)な電灯を選定し、撤去する。

病院内巡視の際のチェック項目に、「電
灯・冷暖房等の消し忘れ」を加え、巡視担
当者に対応のための権限・機器を与える。

夜間消灯区域の拡大

エスカレーターの使用時間制限

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H29年度

H29年度



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

当院では平成２６年よりＩＳＯ５０００１を取得し、職員一丸となって、エネルギーの削減に取り組ん
でおります。特に平成２２年度から平成２９年度間において、職員数や患者数の増加があったに
も関わらず、エネルギー使用量は減少傾向又は横ばいであり、対策は有効であったと思われま
す。
また、平成30年度新館が竣工し排出量が増加しているが、建築面積の増加と比較して排出量
が少ないので、新館竣工後も対策が有効であると思われます。

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

事業所番号 044201



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

東京都目黒区東が丘２－５－２１

令和２年４月１日現在
病床数　５３２床(一般４５２床、結核８０床)
敷地面積　１６９，０５９ｍ²
延床面積　　４０，３５８ｍ²
標榜診療科　内科、神経内科、呼吸器科、
　　　　　　呼吸器外科、循環器科、アレルギー科、
　　　　　　リハビリテーション科、小児科、外科、
　　　　　　整形外科、皮膚科、眼科、耳鼻咽喉科、
　　　　　　放射線科、歯科、歯科口腔外科、
　　　　　　リウマチ科

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,252

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積10,000m2以 上の 事業 所）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 独立行政法人　国立病院機構

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

医療業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

83

事 業 者 番 号 8009

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本産業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

独立行政法人国立病院機構東埼玉病院

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048-768-1161 048-769-5347 210-info@mail.hosp.go.jp

1,252

閲覧可能
時間２

独立行政法人国立病院機構東埼玉病院

埼玉県蓮田市黒浜４１４７

９時～１７時

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

東埼玉病院　管理課

連 絡 先

合計 1,252

A 800900

mailto:210-info@mail.hosp.go.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

　国立病院機構においては、別紙「独立行政法人国立病院機構における温室効果ガス
排出の抑制等のための実行計画」を策定し、温室効果ガスの排出削減に取り組んでお
り、実行計画の期間中(平成１９～２４年度)、毎年度、実行計画の取組や状況につい
て環境報告書などで公表することとしていました。
　２５年度以降につきましては、政府が定める目標に基づき定めなければならないこ
ととなっていますが、現時点では未定となっているため、暫定的に２４年度までと同
一の基準(平成１８年度比で温室効果ガスの総排出量を概ね６％削減すること)を目標
として設定しています(政府目標が制定された場合に変更する場合があります)。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

2,699 2,757 2,711 2,717 2,573

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

2,699 2,757 2,711 2,717 2,573

その他ガス

温室効果ガスの合計

院内各部門

病院長

管理課
(地球温暖化対策推進

者)



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 独立行政法人国立病院機構東埼玉病院
前年度におけ
る事業所数 1

32 事業者番号 8009 事業所番号 800900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代表事業所所在地
市区町村 蓮田市

字・地番 黒浜４１４７

産業分類名（中分類） 医療業

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

 第２計画期間では、第１計画期間(平成２３年度～平成２６年度)平均排
出量２，７９２(ｔ－CO2)を５％削減した２，６５２(ｔ－CO2)とする。

その他ガス

分類番号（中分類） 83

事業活動の概要
事業内容
従業員数等 病床数　５３２床(一般４５２床・結核８０床)

計画期間 27 年度 ～ 31

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

 第３計画期間では、第２計画期間(平成２７年度～平成３１年度)平均排
出量２，６９１(ｔ－CO2)を５％削減した２，５５６(ｔ－CO2)とする。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36



日本産業規格Ａ列４番

2

3

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 独立行政法人国立病院機構東埼玉病院 蓮田市黒浜４１４７

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

原油換算エネルギー
使用量(kL)

1,310 1,351 1,322 1,322

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,699 2,757 2,711 2,717 2,573

1,252

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所番号 800900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,699 2,757 2,711 2,717 2,573

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0669 0.0683 0.0672 0.0673 0.0638

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

活動規模の指標

〇 床面積 ㎡ 40,358 40,358 40,358 40,358 40,358



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本産業規格Ａ列４番

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

事業所番号 800900

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

15_照明設備の運用管
理

150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

新棟稼働により、プロパンガスの使用減 H26以前

3

2 130100
空気調和設備・
換気設備

110100 一般管理事項

13_空気調和の運転管
理

4

昇降機、建物

18_その他9

6 120100
熱源設備・熱搬
送設備

5 130200
空気調和設備・
換気設備

11_エネルギー使用量
の管理11 110400 一般管理事項

15_照明設備の運用管
理

180200

11_推進体制の整備

12_運転管理及び効率
管理

13_空気調和設備の効
率管理

12_燃焼設備の管理

13_空気調和設備の効
率管理

120300
熱源設備・熱搬
送設備

16_建物の省エネル
ギー

その他

12_運転管理及び効率
管理

空気調和設備・
換気設備

8 120300
熱源設備・熱搬
送設備

7 130200

10 160200

14

13

12 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

新棟において、外調機や換気扇、空調機器
による効率的運用＜第3計画期間も継続＞

電力デマンドモニター監視による夏季の冷
房に係る電力需要の抑制＜第3計画期間も継
続＞

ポスター掲示による節電の奨励
＜第3計画期間も継続＞

病棟窓への遮熱フィルム貼付

電気使用のデマンド管理のシステム導入

照明を蛍光灯からLEDへの切替

実施
年度

推計
削減量
(t)

(一年度
当たり）

事務室の照明の間引き、使用していないエ
リア（外来部門、診療部門の診療時間外な
ど）は消灯を徹底＜第3計画期間も継続＞

H26以前

夏季空調設定温度を２８℃以上に設定、使用して
いないエリア(外来、診療部門等の診療時間外)の
空調停止、外気導入量の制御＜継続＞

節電目標と具体策の周知徹底、節電担当者の任
命、責任者と関係部門が出席するフォローアップ
会議の開催、節電パトロールの実施＜継続＞

平成２４年１１月１日より新病棟稼働開始
により旧棟で使用していたボイラーの廃止

新病棟の加湿用ボイラー以外の空調機器の
オール電化による重油使用量の減

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

対策概要

H27年度

H28年度

H29年度

H30年度

H31年度

H31年度



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 800900
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,325

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 独立行政法人国立病院機構

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

医療業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

83

事 業 者 番 号 8010

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要

東京都目黒区東が丘２－５－２１

医療サービス業：病床３２５床、延べ床面積２９，３
０３㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

A 801000

合計 1,325

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

事務部管理課庶務係

連 絡 先

閲覧可能
時間２

２階事務所

埼玉県所沢市若狭２－１６７１

午前８時３０分～午後５時１５分（平日）

　その他

3

独立行政法人国立病院機構西埼玉中央病院

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

04-2948-1111 04-2948-1121

1,325

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

2,724 2,880 2,915 2,758 2,773

その他ガス

温室効果ガスの合計

2,915 2,758 2,773

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

・事業活動において、環境付加を低減し、温暖化対策を推進する。
・病院固有の機能・環境である、医療安全機能の確保及び療養環境の充実を図る。
・平成２６年度のCO2排出を基準に、平成３１年度末までに１％の削減を目標としま
す。

　　　　　　　　　病院長　　　　　　　　　　　　　　　事務部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　診療部
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　看護部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　看護学校

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

2,724 2,880

ボイラー技士長

（温暖化対策推

進者）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

Ｈ３１年度のCO2排出量(2,773t-CO2)を基準にＨ３６年度までに1％の削
減を行う。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

Ｈ２６年度のCO2排出量(2,807t-CO2)を基準にＨ３１年度までに1％の削
減を行う。

その他ガス

分類番号（中分類） 83

事業活動の概要
事業内容
従業員数等

医療サービス業：病床数３２５床、当院の政策医療：がん診療・成
育医療・内分泌代謝・エイズ・病院輪番制病院・小児科救急医療
輪番制病院・臨床研修指定病院、地域医療関係に関する教育研
修、21診療科、分娩室２室、手術室５室

計画期間 27 年度 ～ 31

代表事業所所在地
市区町村 所沢市

字・地番 若狭２－１６７１

産業分類名（中分類） 医療業

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 独立行政法人国立病院機構西埼玉中央病院
前年度におけ
る事業所数 1

32 事業者番号 8010 事業所番号 801000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告



日本工業規格Ａ列４番

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2

3

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 独立行政法人国立病院機構西埼玉中央病院 所沢市若狭２－１６７１



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

〇 床面積 ㎡ 29,303 29,303 29,303 29,303 29,303

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0930 0.0983 0.0995 0.0941 0.0946

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,724 2,880 2,915 2,758 2,773

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

事業所番号 801000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)原油換算エネルギー

使用量(kL)
1,313 1,379 1,400 1,321

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,724 2,880 2,915 2,758 2,773

1,325

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本工業規格Ａ列４番

実施
年度

推計
削減量
(t)

(一年度
当たり）

電気使用量を抑制するため電力需要超過予
告警報アラームを設置し、電力使用量が設
定以上に超過しそうな場合は使用を抑制す
る。(継続)

H28年度

対策概要

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

14

13

12

11

8

7

10

9

6

5

3

2

4

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

11_エネルギー使用量
の管理

110400 一般管理事項

事業所番号 801000
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 801000
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

6,075

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 国土交通省関東地方整備局

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

国家公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

97

事 業 者 番 号 8011

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要

埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１さいたま新都心合同庁舎２号館

（関東地方整備局）
関東１都８県の道路や河川、港湾・空港といった社会
資本整備を通じて、安心・安全で豊かな地域社会を支
える。
職員　約1500人（埼玉県内）

（さいたま新都心合同庁舎２号館）
国の機関　職員2,717人　延床面積135,143㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

A 801100

C 045401

合計 6,075

Ｂ、Ｃ事業所

さいたま新都心合同庁舎２号館、検査棟及び厚生棟

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

総務部総務課

連 絡 先

閲覧可能
時間２

関東地方整備局　総務課

埼玉県さいたま市中央区新都心2番地１さいたま新都心合同庁舎2号館

10時から17時まで

　その他

3

利根川上流河川事務所

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048-601-3151 048-600-1369

5,101

974

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

12,004 11,968 11,574 11,463 11,304

その他ガス

温室効果ガスの合計

11,574 11,463 11,304

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

平成２２年度から平成２７年度までの取組と同様に引き続き、国土交通省の事務・事
業に伴う温室効果ガス排出量の年平均を平成１３年度に比べて８．５％削減すること
を目標とする。国民の安全確保等国土交通行政の使命を果たしつつ施設のエネルギー
使用量等をより一層削減することで、８．５%の目標達成を図る。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

12,004 11,968



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成31年度のエネルギー起源CO2排出量1,915ｔ－ｃo2を基準として、令
和６年度末までに115ｔ－ｃo2を削減する。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成21年度のエネルギー起源CO2排出量2,091ｔ－ｃo2を基準として、平
成３１年度末までに125ｔ－ｃo2を削減する。

その他ガス

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要
事業内容

従業員数等

関東1都８県の道路や河川、港湾・空港といった社会
資本の整備を通じて、安心・安全で豊かな地域社会
を支える。
職員数約600人（埼玉県内）

計画期間 27 年度 ～ 31

代表事業所所在地
市区町村 久喜市

字・地番 栗橋北２－１９－１

産業分類名（中分類） 国家公務

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 利根川上流河川事務所
前年度におけ
る事業所数 23

32 事業者番号 8011 事業所番号 801100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告



日本工業規格Ａ列４番

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

22 戸田維持出張所 戸田市美女木字向田1267-1

23 国営昭和記念公園事務所武蔵丘陵森林公園出張所 比企郡滑川町大字山田１９２０

20 北首都国道事務所 埼玉県草加市花栗3-24-15

21 杉戸国道出張所 北葛飾郡杉戸町大字杉戸2375-1

18 熊谷国道出張所 熊谷市大字新堀180

19 春日部国道出張所 春日部市粕壁東6-13-5

16 浦和出張所 さいたま市南区別所6-12-1

17 大宮出張所 さいたま市北区日進町3-342-1

14 二瀬ダム管理所 秩父市大滝3931-1

15 大宮国道事務所 さいたま市北区吉野町1-435

12 西浦和出張所 さいたま市桜区田島8-17-1 

13 熊谷出張所 熊谷市大字久下1631-5

10 越辺川出張所 東松山市大字高坂973-3

11 入間川出張所 川越市大字小堤字八幡154-2 

8 首都圏外郭放水路管理支所 春日部市上金崎720

9 荒川上流河川事務所 川越市新宿町3-12 

6 中川出張所 越谷市越ヶ谷4-2-41

7 三郷出張所 三郷市新和2-442

4 渡良瀬遊水池出張所 加須市柏戸字宮345

5 江戸川上流出張所 春日部市西金野井886

2 大利根出張所 加須市新川通700-6

3 川俣出張所 羽生市本川俣840

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 利根川上流河川事務所 久喜市栗橋北２－１９－１



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

〇 床面積 ㎡ 26,516 26,516 26,516 26,516 26,188

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.0787 0.0775 0.0760 0.0754 0.0731

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,087 2,054 2,015 1,999 1,915

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

事業所番号 801100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)原油換算エネルギー

使用量(kL)
1,061 1,044 1,025 1,017

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,087 2,054 2,015 1,999 1,915

974

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本工業規格Ａ列４番

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

空調の設定温度を適切に管理している(第三
計画期間も継続運用)

H32以降

不要時間帯の消灯をしている(第三計画期間
も継続運用)

不要な場所の消灯をしている(第三計画期間
も継続運用)

待機電力を削減するために適正な運用をし
ている(第三計画期間も継続運用)

執務室内や共用部分における照明の部分消
灯箇所の追加

H32以降

H32以降

H32以降

H26以前

対策概要

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

14

13

12

11

15_照明設備の運用管
理

15_事務用機器等の管
理

15_照明設備の運用管
理

15_事務用機器等の管
理

150300
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

8

7

10

9

6 150300
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

5 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

パソコンのディスプレイの輝度低減等の追
加対策の実施(第三計画期間も継続運用)

H32以降

3

2 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

15_照明設備の運用管
理

4

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

13_空気調和の運転管
理

130100
空気調和設備・

換気設備

事業所番号 801100
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 801100
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

Ｈ１４～Ｈ１６のＣＯ２排出量の平均を基準として、Ｈ３２～Ｈ３６平均で
20％を削減する。

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

Ｈ１４～Ｈ１６のＣＯ２排出量の平均を基準として、Ｈ２７～Ｈ３１平均で
13％を削減する。

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

50,547 ｔ-CO2

国家公務

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要 事業内容
従業員数等 国の機関　職員数　２，７１７人

削減目標量
（計画期間合計）

7,553 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（２）

32 事業者番号 8011 事業所番号 045401

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 さいたま新都心合同庁舎２号館、検査棟及び厚生棟

事業所所在地
市区町村 さいたま市中央区

字・地番 新都心２番地１

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類）



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

135,143 135,143 135,143〇 床面積 ㎡ 135,143 135,143

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0734 0.0734 0.0707 0.0700 0.0695

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

温室効果ガスの合計 9,917 9,914 9,559 9,464 9,389

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

メタン

非エネルギー起源CO2

エネルギー起源CO2 9,917 9,914 9,559 9,464 9,389

5,212 5,145 5,101

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

5,397 5,404

事業所番号 45401

活動規模の指標



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

9,389 48,243

50,547

第１区分－（２）

13.0% 13.0%13.0%

2,231 9,857

特
例

高効率設備の
算定量（※）

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 9,917 9,914 9,559 9,464

排出削減量
（F＝A - E）

1,703 1,706 2,061 2,156

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 11,620 11,620 11,620 11,620 11,620 58,100

トップレベル認定

13.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

7,553

目標削減率(B) 13.0%

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

基準年度検証実施済

変更年度

11,620 t-CO2/年

45401
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

空調設備稼働時間の見直し(第三計画期間
も継続運用)

共用部照明を全点灯から保安灯のみの点灯
(第三計画期間も継続運用)

共用部照明の間引き点灯及び不要箇所の消
灯(第三計画期間も継続運用)

各階執務室内の昼休み全消灯の推進(第三
計画期間も継続運用)

定時退庁の推進、残業時間短縮の徹底(第
三計画期間も継続運用)

パソコンの待機電力削減(第三計画期間も
継続運用)

H32以降

H32以降

H32以降

H32以降

H32以降

H32以降

14

15

13

12

11

10

9

8

7

6 150300
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_事務用機器等の管
理

5 110100 一般管理事項

4 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

11_推進体制の整備

受変電設備、
照明設備、 電
気設備

13_空気調和設備の効
率管理

15_照明設備の運用管
理

15_照明設備の運用管
理

1 130200
空気調和設備・
換気設備

3 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

2 150200

事業所番号 45401
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 45401

（※希望者のみ記載）

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,176

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 国土交通省　東京航空交通管制部

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

国家公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

97

事 業 者 番 号 8012

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要

埼玉県所沢市並木１丁目１２番地

東北地方南部から中国地方東部の空域における航空交
通管制業務等を行っている。
従業員数：４１７名



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本産業規格Ａ列４番

C 045402

合計 2,176

Ｂ、Ｃ事業所

国土交通省　東京航空交通管制部

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

総務課

連 絡 先

閲覧可能
時間２

東京航空交通管制部　総務課

埼玉県所沢市並木１丁目１２番地

8:30～17:15

　その他

3

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

04-2992-1181 04-2992-1925

2,176

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

3,712 3,671 3,669 4,096 4,277

その他ガス

温室効果ガスの合計

3,669 4,096 4,277

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

業務に支障の出ない範囲内で電力使用量の節減に取り組む。
・執務室及び廊下の蛍光灯をＬＥＤ化しており、廊下は人感センサー仕様で間引き消
灯を行い、通行時のみ点灯する。また、執務室も昼休み時間帯には自動消灯し、省エ
ネルギーへ取り組む。
・事務室等の空調作動時間を短縮する。
・電子機器の節電に取り組む。（ＰＣのディスプレイ照度を下げる等）

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

3,712 3,671



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本産業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量（6,219ｔ－CO2）に対し、削減計画期間の平均削減率を２
２％以上の削減を目指す。

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

基準排出量（6,219ｔ－CO2）の１５％削減（5,286t－CO2）は、達成してい
るが、さらに業務に支障の無い範囲において削減に努める。

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

26,430 ｔ-CO2

国家公務

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

東北地方南部から中国地方東部の空域における航
空交通管制業務等を行っている。
従業員数：４１７名

削減目標量
（計画期間合計）

4,665 ｔ-CO2 事業所区分 第１区分－（１）

32 事業者番号 8012 事業所番号 045402

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 国土交通省　東京航空交通管制部

事業所所在地
市区町村 所沢市

字・地番 並木１丁目１２番地

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類）



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

417 417 417〇 従業員数 人 402 410

エネルギー起源CO2排出量原単位 9.2338 8.9537 8.7986 9.8225 10.2566

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

温室効果ガスの合計 3,712 3,671 3,669 4,096 4,277

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

メタン

非エネルギー起源CO2

エネルギー起源CO2 3,712 3,671 3,669 4,096 4,277

1,864 2,083 2,176

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

1,873 1,856

事業所番号 045402

活動規模の指標



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

4,277 19,425

26,430

第１区分－（１）

15.0% 15.0%15.0%

1,942 11,670

平成２９年度までは、排出量が照明のLED化等が実施されたことにより減少したが、以降は夏の猛
暑により空調機の使用が増加したことに伴い排出量が増加した。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E) 3,712 3,671 3,669 4,096

排出削減量
（F＝A - E）

2,507 2,548 2,550 2,123

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 6,219 6,219 6,219 6,219 6,219 31,095

トップレベル認定

15.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

4,665

目標削減率(B) 15.0%

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

基準年度検証実施済

変更年度

6,219 t-CO2/年

045402
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本産業規格Ａ列４番

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

実施年度対策概要

事業所内で地球温暖化対策推進体制を定め
る。（第三y計画期間も継続運用）

空調の設定温度及び湿度の適正管理。（第
三計画期間も継続運用）

不要変圧器の遮断。（第三計画期間も継続
運用）

不要時間帯、不要場所における消灯の徹底
管理。（第三計画期間も継続運用）

使用頻度の多い女子トイレに擬音装置設
置。

掲示板及びイントラネット上に地球温暖化
啓発書類を掲示。（第三計画期間も継続運
用）

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

業務機器、OA機器、空調機器の更新

14

15

13

12

11

10

9

8

7 150300
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

6 110100 一般管理事項 11_推進体制の整備

15_事務用機器等の管
理

H32以降

5 140200

給湯設備、給
排水設備、 冷
凍冷蔵設備、
厨房設備

4 150200
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

15_照明設備の運用管
理

14_給排水設備の管理

空気調和設備・
換気設備

11_推進体制の整備

13_空気調和の運転管
理

15_受変電設備の管理

1 110100 一般管理事項

3 150100
受変電設備、
照明設備、 電
気設備

2 130100

事業所番号 045402
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 045402

（※希望者のみ記載）

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１） Stm

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

25

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 国土交通省（東京管区気象台）

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

国家公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

97

事 業 者 番 号 8013

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要

東京都清瀬市中清戸３-２３５

（事業内容）
　気象予報業務、気象観測業務、防災情報・気象デー
タ提供業務、気象に関する調査・研究。

（従業員数）
　東京管区気象台管内（776名うち埼玉県内28名）

（資本金等）
　国の機関のため該当せず。



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

A 801300

合計 25

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

熊谷地方気象台

042-493-2667

連 絡 先

閲覧可能
時間２

東京管区気象台

東京都清瀬市中清戸3-235

月～金　9時～17時

　その他

3

熊谷地方気象台

2

所在地１

042-493-2668

インターネット利用による公表

東京管区気象台

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048-521-7911

25

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

679 584 63 56 50

その他ガス

温室効果ガスの合計

63 56 50

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

　国の「電力需給に関する検討会合」や「省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連
絡会議」等において決定される、電力需給対策や省エネルギー対策等を踏まえ、地球
温暖化防止に貢献するのみならず、東日本大震災によるエネルギー需給バランスへの
対応に資するため、率先して省エネルギー・節電に取り組む。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

679 584

←地球温暖化対策推進者

東京管区

気象台

総務部 会計課

業務課

気象防災部

総務課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
（１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

H31年度CO2排出量25t-CO2を基準に毎年1%ずつ削減します。

その他ガス

（２）第３計画期間の削減目標

計画期間 32 年度 ～ 36

年度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2

（必須）

平成26年度の排出量（727t-Co2）を基準として、平成31年度末までに毎
年1％（7t-Co2）ずつを削減します。
[H30-31年度]
気象衛星通信所が廃止となったため、残る熊谷地方気象台のH27年度
CO2排出量55t-CO2を基準に毎年1%ずつ削減します。

その他ガス

分類番号（中分類） 97

事業活動の概要
事業内容

従業員数等

（事業内容）気象予報業務、気象観測業務、防災情
報・気象データ提供業務、気象に関する調査・研究
（従業員数）28名

計画期間 27 年度 ～ 31

代表事業所所在地
市区町村 熊谷市

字・地番 桜町1丁目６－１０

産業分類名（中分類） 国家公務

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別
Ａ　原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

A

代表事業所名 熊谷地方気象台
前年度におけ
る事業所数 1

32 事業者番号 8013 事業所番号 801300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告



日本工業規格Ａ列４番

24

25

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2

3

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 熊谷地方気象台 熊谷市桜町1丁目６－１０



Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

〇 床面積 ㎡ 2,524 2,524 714 714 714

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.2690 0.2314 0.0882 0.0784 0.0700

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 679 584 63 56 50

三 ふ っ 化 窒 素

そ
の
他
ガ
ス

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

一 酸 化 二 窒 素

メ タ ン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

事業所番号 801300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)原油換算エネルギー

使用量(kL)
340 292 32 29

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 679 584 63 56 50

25

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)



A事業所（３）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況 Ａ事業所

日本工業規格Ａ列４番

H26以前

H26以前

実施
年度

推計
削減量

(t)
(一年度
当たり）

高効率空調機の導入 H26以前

高効率空調機の導入

給水ポンプ分解整備及び一部更新

冷暖房温度設定の管理（冷房２８℃、暖房
１９℃）[第3計画期間も継続]

昼休み及び不要部分の消灯徹底[第3計画期
間も継続]

H26以前

H26以前

H26以前

H26以前

対策概要

一部LED化への移行

低圧（商用）受電 100V  → 高圧受電
6,600V へ更新

15

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

14

13

12

11

14_給排水設備の管理

13_空気調和の運転管
理

15_照明設備の運用管
理

15_事務用機器等の管
理

15_照明設備の運用管
理

130100
空気調和設備・

換気設備

15_受変電設備の管理

受変電設備、
照明設備、 電

気設備

8 150100
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

7 150200

10

9

6 150300
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

5 150200
受変電設備、
照明設備、 電

気設備

パソコン画面の照度管理及び不使用時の電
源OFF[第3計画期間も継続]

H26以前

3

2 180200 その他

140200

給湯設備、給
排水設備、 冷
凍冷蔵設備、

厨房設備

18_その他

4

Ｎｏ
区分
番号

大区分

1

区分名称

対策の区分

中区分

18_その他180200 その他

事業所番号 801300
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　



A事業所（４）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所番号 801300
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

東京都千代田区神田駿河台４－６（御茶ノ水ソラシティ）

＜事業内容＞
　紙およびパルプ、板紙、紙容器、溶解パルプ、
　機能性化成品、機能性フィルムの製造販売
　(東松山事業所：機能性フィルム)

＜従業員数＞
　日本製紙グループ：５，６７１人
　東松山事業所：１５２人（協力会社含む）

＜資本金＞　１，０４８億７３百万円

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,515

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積10,000m2以 上の 事業 所）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名 日本製紙株式会社

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

18

事 業 者 番 号 8014

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

1

アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

〇

2

所在地１

0493-22-5132

インターネット利用による公表

東松山事業所　工務課

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

0493-22-0960 0493-22-5130

2,515

閲覧可能
時間２

東松山事業所　事務課　応接室

埼玉県東松山市大字東平１５５１

月～金　９時～１６時（土日、祝日を除く）

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

日本製紙株式会社 ケミカル営業本部 東松山事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

東松山事業所　事務課

0493-22-0963

連 絡 先

合計 2,515

C 025201



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

＜日本製紙(株)ケミカル事業本部　環境行動計画２０２０＞

地球温暖化対策
・温室効果ガス排出量２０１３年度の１％を毎年削減する。
・総エネルギー原単位を前年比で１％改善する。
・物流で発生するＣＯ２排出量の削減に取組む。

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

6,040 5,773 5,904 5,405 4,933

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

6,040 5,773 5,904 5,405 4,933

その他ガス

温室効果ガスの合計

機能材料研究所

事務課

技術環境室

製造課

方針管理会議事業所

地球温暖化対策推進者工務課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.01) 日本工業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8014 事業所番号 025201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名 日本製紙株式会社 ケミカル営業本部 東松山事業所

事業所所在地
市区町村 東松山市

字・地番 大字東平１５５１番地

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） プラスチック製品製造業（別掲を除く）

分類番号（中分類） 18

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

・機能性フィルムの製造販売
・従業員数：152人

削減目標量
（計画期間合計）

5,902 ｔ-CO2 事業所区分 第２区分

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を13%以上とする。
(必要に応じて排出量取引を活用する)

その他ガス

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

39,498 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を20%以上とする。
(必要に応じて排出量取引を活用する)

その他ガス

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

事業所番号 025201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

3,082 2,945

エネルギー起源CO2 6,040 5,773 5,904 5,405 4,933

3,011 2,757 2,515

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

メタン

非エネルギー起源CO2

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 6,040 5,773 5,904 5,405 4,933

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.3446 0.3233 0.2520 0.2481 0.2363

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

23,431 21,788 20,877〇 生産量 千m2/年 17,528 17,857



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

基準年度検証実施済

変更年度

9,080 t-CO2/年

025201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 9,080 9,080 9,080 9,080 9,080 45,400

トップレベル認定

13.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

5,902

目標削減率(B) 13.0%

5,904 5,405

排出削減量
（F＝A - E）

3,040 3,307 3,176 3,675

H2７年度は、生産量の減少と、9月に排ｶﾞｽ除害装置を更新(直接燃焼式→蓄熱式)したため、
都市ｶﾞｽ使用量が削減となり排出量が減少した。
H28年度は、6ｺｰﾀの空気調和設備の運用見直しと、高効率空調機へ更新し、排出量が減少した。
H29年度は、生産量の増加により前年度に比べ電気使用量が増加したももの、6ｺｰﾀ及び3ｺｰﾀの空
気調和設備の運用方法見直しを行ったことで電力使用量が削減され排出量の増加を抑制出来た。
H30年度は、生産量の減少に伴い、ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量も減少し排出量も減少した。
H31年度は、乾燥設備運用見直しによる都市ｶﾞｽ使用量減少と、生産量の減少により排出量減少。

特
例

高効率設備の
算定量（※）

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E)

6,040 5,773 4,933 28,055

39,498

第２区分

13.0% 13.0%13.0%

4,147 17,345



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分

32_燃料の燃焼の合理
化に関する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

1 320100
ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

3 380700 照明設備

2 330200

5 330200
空気調和設備・
換気設備

4 330200
空気調和設備・
換気設備

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

空気調和設備・
換気設備

15 330200
空気調和設備・
換気設備

空気調和設備・
換気設備

13 330200
空気調和設備・
換気設備

14 330200

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

H28年度

H28年度

排ｶﾞｽ除害装置更新(直接燃焼式→蓄熱式)
による都市ｶﾞｽ使用量の削減

空気調和設備の更新

照明のLED化

空調循環回数・OA風量の見直しによる電力
使用量の削減(6ｺｰﾀ)

高効率空調機への更新による電力使用量の
削減
(2仕上室空調機)

9 330200
空気調和設備・
換気設備

8 330200
空気調和設備・
換気設備

7 330200
空気調和設備・
換気設備

6 330200
空気調和設備・
換気設備

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置
H29年度

空調機運転方法見直しによる電力使用量の
削減
(6ｺｰﾀ)

高効率空調機への更新による電力使用量の
削減
(研究所紙試験室空調機)

推計
削減量
(t)

(一年度
当たり）

実施年度対策概要

H27年度

H27年度

H28年度

事業所番号 025201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

空調機ﾁﾗｰ高効率機種への更新による電力
使用量の削減(3ｺｰﾀ)

高効率空調機への統合による電力使用量の
削減(調薬室)

330200
空気調和設備・
換気設備

11 330200
空気調和設備・
換気設備

10 330200
空気調和設備・
換気設備

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

12

H29年度

H27年度

H30年度

H30年度

H30年度

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

空調送風機風量ﾀﾞｳﾝによる電力使用量の削
減(6ｺｰﾀ)

高効率空調機への更新による電力使用量の
削減
(技術環境室恒温恒湿室空調機)

空調機運転方法見直しによる電力使用量の
削減
(3ｺｰﾀ)

空調機省ｴﾈ運用による電力使用量の削減
(第三品質検査室)

高効率除湿機への更新による電力使用量の
削減(4ｴｱｰﾄﾞﾗｲﾔ)

空調機ﾁﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟ流量適正化による電力使用
量の削減(4ｺｰﾀAHU2)

800

33

3

99

12

1

77

1

67

H30年度

H30年度

H30年度

77

10

3

1

0

2

H29年度



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

（※希望者のみ記載）

事業所番号 025201



４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

36

19

18 330200
空気調和設備・
換気設備

33_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

空調送風機回転数ﾀﾞｳﾝによる電力使用量の
削減(4ｺｰﾀ)

H31年度

5

17 320200
ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

32_加熱及び冷却並び
に伝熱の合理化に関

する措置

No.1ﾄﾞﾗｲﾔ給気ﾌｧﾝ回転数ﾀﾞｳﾝによる蒸気使
用量の削減(3ｺｰﾀ)

H31年度 103

16 360700
ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

No.1ﾄﾞﾗｲﾔ給排気ﾌｧﾝ回転数ﾀﾞｳﾝによる電力
使用量の削減(3ｺｰﾀ)

H31年度

事業所番号
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 025201

Ｎｏ

対策の区分

対策概要 実施年度

推計
削減量
(t)

(一年度
当たり）

区分
番号

区分名称

大区分 中区分



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

平成 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

(Ver.1.00) 日本工業規格Ａ列４番

 東京都北区王子一丁目4番1号

事業内容 ； 紙､紙パック､ケミカル､エネルギー
            アグリ､セルロースナノファイバー
            木材･建材

従業員数 ： 5,671人 (単体)
           12,943人 (連結)

資 本 金 ：1,048億73百万円

32

地球温暖化対策計画・実施状況報告

（事業内容、従業員数、
資本金等）

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

85,819

大規模小売店舗面積
（単独で1,500KL未満で延床面

積10,000m2以 上の 事業 所）

Ⅲ類

類別

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者（Ⅲ類の事業者を除く）
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事 業 者 名  日本製紙株式会社

所 在 地

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

パルプ・紙・紙加工品製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

14

事 業 者 番 号 8015

kL／年

㎡

事 業 活 動 の 概 要



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　担当者個人のメールアドレスは記入しないこと。

日本工業規格Ａ列４番

1

〇 アドレス

閲覧場所１

名 称
（複数可）

閲覧可能
時間１

閲覧場所２

所在地２

http://www.nipponpapergroup.com/about/branch/factory/npi/soka

　事業所での備え置き
　（複数可　書ききれない場合
　　は別様としてください）

2

所在地１

インターネット利用による公表

電話番号 ＦＡＸ番号 E-mailアドレス※

048-931-9579 048-935-8247

85,819

閲覧可能
時間２

　その他

3

Ｂ、Ｃ事業所

 日本製紙株式会社 関東工場

Ａ、Ｂテナント等事業所

前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)
事 業 所 名事業所番号

事業所
種別

安全環境管理室

連 絡 先

合計 85,819

C 021201

http://www.nipponpapergroup.com/about/branch/factory/npi/soka


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本工業規格Ａ列４番

1 古紙の利用促進など限られた資源の有効使用を推進します｡

2 企業活動に伴って発生する廃棄物を管理し削減に努めます｡

3 廃棄物の有効利用について検討を推進します｡

4 環境と調和する製造技術及び製品･サービスの研究開発を行います｡

5 地球温暖化防止対策を進め､取組み内容は積極的に公開します｡

省エネ委員会を活用し､事務局は工務部と地球温暖化対策推進者で構成する｡

                              ○事務局
                              ･工務部
                              ･地球温暖化対策推進者
                                              ○ 省ｴﾈﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ
○省エネ委員長 工場長                            ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ長    工務部長
                                                 ･副ｸﾞﾙｰﾌﾟ長  工務課長
･各部門長                                        ･各部門委員

３０年度
（2018年度）

３１年度
（2019年度）

124,241 128,171 125,152 128,903 124,525

２７年度
（2015年度）

エネルギー起源CO2

２８年度
（2016年度）

２９年度
（2017年度）

20,420 19,010

142,930 146,052 143,841 149,323 143,535

その他ガス

温室効果ガスの合計

18,689 17,881 18,689



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

平成 年度

１　事業所の概要
（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標
(１)第２計画期間の削減目標

(Ver.1.00) 日本工業規格Ａ列４番

32 事業者番号 8015 事業所番号 021201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合に
あっては、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が
1,500kL以上の事業所（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業
所は除く）C

事業所名  日本製紙株式会社 関東工場

事業所所在地
市区町村  草加市

字・地番 松江四丁目3番39号

計画期間 27 年度 ～ 31 年度

産業分類名（中分類） パルプ・紙・紙加工品製造業

分類番号（中分類） 14

事業活動の概要 事業内容
従業員数等

段ﾎﾞｰﾙ原紙､板紙製造工場｡
従業員:133人
敷地面積： 108,000㎡

削減目標量
（計画期間合計）

142,816 ｔ-CO2 事業所区分 第２区分

（２）第３計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

  ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO₂は､第1計画期間終了のH26年度末までに基準排出量
205,770tに対して平均で80,883tのCО₂(39.3%)を削減しました｡
第2計画期間では､基準排出量219,716tーCО₂に対し13%に相当する
28,563tのCО₂の削減を目指します｡

その他ガス

 その他ｶﾞｽについては､基準年(H16～18年度)の年間排出量を維持し､
ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CО₂との合計で､埼玉県の温室効果ｶﾞｽ削減目標の13%
達成を目指します｡
 第2計画期間中におきましても､同様の削減目標に取組みます｡

エネルギー起源
CO2の削減

目標の概要

排出可能上限量
（計画期間合計）

955,764 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

第3計画期間では平均で基準排出量の20％に相当する、43,943ｔ/年の
二酸化炭素排出量削減を目指します。

その他ガス

 その他ｶﾞｽについても､基準年(H16～18年度)の年間排出量を維持し､
ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CО₂との合計で､埼玉県の温室効果ｶﾞｽ削減目標の13%
達成を目指します｡
 第3計画期間中におきましても､同様の削減目標に取組みます｡

計画期間 32 年度 ～ 36 年度



C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

(1)原油換算エネルギー使用量の推移

（2）計画期間の温室効果ガス排出量の推移
CO2換算（ｔ-CO2）

（3）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本工業規格Ａ列４番

活動規模の指標

事業所番号 21201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

計画期間

原油換算エネルギー
使用量(kL)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

84,450 89,044

エネルギー起源CO2 124,241 128,171 125,152 128,903 124,525

88,093 89,087 85,819

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

19,010

メタン

非エネルギー起源CO2 18,689 17,881 18,689 20,420

ハイドロフルオロカーボン

一酸化二窒素

温室効果ガスの合計 142,930 146,052 143,841 149,323 143,535

三ふっ化窒素

そ
の
他
ガ
ス

六ふっ化いおう

パーフルオロカーボン

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.4092 0.4121 0.3942 0.3728 0.3782

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計画期間

27年度
(2015)

28年度
(2016)

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

317,451 345,774 329,297〇 生産量 t/年 303,641 311,026



C事業所（３）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

基準排出量検証

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

目標削減率の区分

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況

　※　算定を希望する場合のみ記入する。別途、算定資料（任意様式）を添付すること。

（６）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本工業規格Ａ列４番

基準年度検証実施済

変更年度

219,716 t-CO2/年

21201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

基準排出量

事業所番号

変更量

29年度
(2017)

30年度
(2018)

31年度
(2019)

変更量

変更年度 変更量

27 年度から 31 年度まで

27年度
(2015)

28年度
(2016)

変更年度

削減期間
合計

基
準
排
出
量
　
等

基準排出量(A) 219,716 219,716 219,716 219,716 219,716 1,098,580

トップレベル認定

13.0%

排出上限量
（C＝∑A-D）

排出削減目標量
(D＝∑(A×B))

142,816

目標削減率(B) 13.0%

実
績

エネルギー起源
CO2排出量(E)

124,241 128,171 125,152 128,903

排出削減量
（F＝A - E）

95,475 91,545 94,564 90,813

 H31年度はH30年度と比較してエネルギー起源CO₂、非エネルギー起源CO₂ともに減少している。
　これは、H31年度はH30年度より生産量が減少したため、エネルギー使用量が
減少したためと思われる。
 毎月の省ｴﾈ委員会にて､省ｴﾈ効果の確認と､新規省ｴﾈ案件の発掘を行ない生産工程の
安定操業により､CO₂排出量の抑制にも継続して取り組んでいる｡

特
例

高効率設備の
算定量（※）

124,525 630,992

955,764

第２区分

13.0% 13.0%13.0%

95,191 467,588



C事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。 日本工業規格Ａ列４番

Ｎｏ

中区分

区分名称

対策の区分

区分
番号

大区分

事業所番号 21201
事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

4 360700
ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

32_放射・伝熱等によ
る熱の損失の防止に

関する措置

1 360700
ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

3 320300
ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

2 360700

6 360700
ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置
H30年度

5 360700
ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

9 360700
ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

8 360700
ポンプ、ファン、
ブロワー、 コン
プレッサー等

H30年度

H31年度

7 380700 照明設備

14

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

15

13

12 380700 照明設備

11 320300
ボイラー、工業
炉、蒸気系統、

10 380700 照明設備 H31年度

H31年度

H32以降

32_放射・伝熱等によ
る熱の損失の防止に

関する措置

38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に

関する措置

倉庫内照明LED化

２マシンテールスクリーンピット揚げ
ポンプインバーター化

２調成U系２次スクリーン高効率化

２M/C通路水銀灯LED化

マシン関係蒸気トラップ更新

パルパー建屋照明LED化

推計
削減量
(t)

(一年度
当たり）

実施年度対策概要

４調成２次クリーナー希釈ポンプバイパス
設置による停止

４調成CSMピットポンプ集約による運転台
数
削減

蒸気配管放熱防止対策

４調成No.1シックナーチェスト揚げポンプ
インバーター化

２調成HDD白水ピットチェスト揚げポンプ
インバーター化

４調成余剰白水ポンプインバーター化

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

55

37

114

19

57

32

258

14

59

18

74

32



C事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本工業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

　日本製紙株式会社では、下記の日本製紙製紙グループ環境憲章を制定し、環境保全に取
組んでいます。

理念
   私たちは、生物多様性に配慮した企業活動を基本とし、長期的視野に立って、地球規模で
　の環境保全に取組み、循環型社会の形成に貢献します。

基本方針
１．地球温暖化対策を推進します。
２．森林資源の保護育成を推進します。
３．資源の循環利用を推進します。
４. 環境法令の順守はもとより、さらなる環境負荷の低減に努めます。
５. 環境に配慮した技術・製品の開発を目指します。
６. 積極的な環境コミュニケーションを図ります。

日本製紙グループは、木とともに未来を拓く総合バイオマス企業として持続可能な循環型社会
づくりに貢献するため環境憲章に基づき環境計画を定めています。
 それに基づいた「グリーンアクションプラン２０２０」の目標は以下の通りです。
 
地球温暖化対策　　　  温室効果ガス排出量を２０１３年度比で１０％削減する。
　　　　　　　　　　　　　   物流で発生するCO₂排出量の削減に取り組む。
森林資源の保護育成  持続可能な森林資源育成のため国内社有林事業、海外植林事業を
                                推進する。
　　　　　　　　　　　　　　 国内外全ての自社林での森林認証を維持継続する。
　　　　　　　　　　　　　　 製紙原料の全てを森林認証制度で認められた材とする。
　　　　　　　　　　　　　　 トレーサビリティを充実させ維持可能な森林資源調達を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　 国内森林資源の健全な育成のため、国産材の利用を推進する。
資源の循環利用　　　  古紙利用技術の向上により、さらなる古紙利用を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　 廃棄物の再資源化率を９８％以上とする。
環境法令順守及び　　 環境マネジメントシステムによる管理強化と負荷低減に努める。
環境負荷の低減　　　  日本製紙グループ化学物質管理ガイドラインに則り化学物質を適正に
                                管理する。
環境に配慮した　　　　 木質資源の高度化利用を推進する。
技術・製品の開発　　   脱化石燃料を促進する設備技術の開発を推進する。
　　　　　　　　　　　　　    環境配慮型製品・サービスを通じて環境負荷の低減を推進する。
環境コミュニケーション  ステークホルダーに環境情報を開示し、また対話等を通じて環境
                                 コミュニケーションの活性化に努める。
　　　　　　　　　　　　　　　環境保全活動への参加・支援を活発に行う。
生物多様性への取組　 日本製紙グループ生物多様性保全に関する基本方針に則り、生物
                                 多様性対する全社的な取組みを推進する。

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　

事業所番号 21201
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